
  

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第６１回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

   平成 20 年 10 月 9 日(木) 14 時 00 分～15 時 00 分 

 於、第 1特別会議室 

第２ 出席した委員等（敬称略） 

（1） 委員 

土居 範久（分科会長）、坂内 正夫（分科会長代理）、青木 節子、荒川 薫、 

大山 永昭、酒井 善則、清水 英一、髙畑 文雄、土井 美和子、徳田 英幸、 

村上 輝康 

 

       （以上１１名） 

（2） 専門委員 

杉浦専門委員（東北大学 名誉教授） 

森川専門委員（東京大学 先端科学技術研究センター 教授） 

第３ 出席した関係職員 

（情報通信国際戦略局） 

小笠原 倫明（情報通信国際戦略局長）、河内 正孝（総括審議官）、 

山根 悟（参事官）、児玉 俊介（技術政策課長）、田中 宏（通信規格課長） 

杉野 勲（通信規格課企画官） 

 

（情報流通行政局） 

山川 鉄郎（情報流通行政局長）、久保田 誠之（官房審議官）、 

 

（総合通信基盤局） 

桜井 俊（総合通信基盤局長）、吉田 靖（電波部長）、渡辺 克也（電波政策課長）、 

竹内 芳明（移動通信課長）、瀬戸 隆一（高度道路交通システム推進官）、 

杉浦 誠（電波環境課長） 

 

（事務局） 

副島 一則（情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長） 



  

 

第４ 議題 

 

（１）答申事項 

  ア 「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩ

ＳＰＲ大阪会議 総会対処方針」に関する一部答申【昭和６３年９月２６日付け

 電気通信技術審議会諮問第３号】 

  イ 「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「特定ラジオ

マイクの高度化に向けた技術的条件」に関する一部答申【平成１４年９月３０日

付け 情報通信技術分科会諮問第２００９号】 

（２）報告事項 

  ア 「国際電気通信連合電気通信標準化部門の活動への対処について」の一部答

申について 

  イ 「３.９世代移動通信システム及び２ＧＨｚ帯ＴＤＤ移動通信システムの導入

に係る公開ヒアリングの開催」について 
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開  会 

 

○土居分科会長  それでは定刻になりましたので、ただいまから情報通信審議会第６１

回情報通信技術分科会を開催いたします。 

  本日は、委員１３名中１１名の方の出席が予定されておりますが、徳田委員が少しお

くれて参加されるということのようでございます。いずれにいたしましても定足数は満

たしております。また、審議事項の説明のために、東北大学名誉教授の杉浦専門委員及

び東京大学先端科学技術研究センター教授の森川専門委員にご出席いただいております。

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

  それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。本日の議題は答

申事項が２件、報告事項が２件でございます。 

 

議  題 

 

答申事項 

  「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰＲ大

阪会議 総会対処方針」に関する一部答申【昭和６３年９月２６日付け 電気通信技術

審議会諮問第３号】 

 

○土居分科会長  まず初めに、昭和６３年９月２６日付電気通信技術審議会諮問第３号、

「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰＲ大阪

会議 総会対処方針」について、ＣＩＳＰＲ委員会の主査でいらっしゃいます杉浦先生

からご説明をお願いいたします。どうぞよろしくお願いいたします。 

○杉浦専門委員  どうもありがとうございます。今ご紹介がございましたように、今月

の２０日から２９日まで大阪でＣＩＳＰＲの国際会議がございます。それに向けて、今、

準備をしております。また、そこにおいて総会がございますので、それの対処方針につ

いてご審議いただいて、ご承認をいただきたいと考えております。 

  まず、お手持ちの資料の資料６１－１－１「ＣＩＳＰＲ委員会報告～ＣＩＳＰＲ委員

会の審議状況及び大阪会議対処方針について～」ということで、ＣＩＳＰＲ委員会の任
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務、構成、活動等が書いてございます。また、最後に対処方針が資料の別添としてつけ

られております。したがいまして、最初の任務、構成、活動については、３枚めくって

いただきますと、その後にＯＨＰがございますけど、このようなＯＨＰに基づいて、ご

説明申し上げます。 

  ４ページ目のＯＨＰでございます。国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の所掌で

ございます。ご承知のように、さまざまな機器から電磁妨害波が発生しております。こ

れによる無線障害、端的に言うとラジオとかテレビの受信障害とか一般的な通信障害。

これをなるべく低減するためにさまざまな機器から出てくる電磁妨害波のレベルを制限

しております。このような規格をエミッション規格と称します。 

  それからもう一方、無線局などの強い電波によって、パソコンとか、そういうものが

誤動作を起こします。パソコンに対して、どれぐらい強い電波が当たっても誤動作しな

いようにするかという耐性、耐圧についての規格もつくっております。それがイミュニ

ティ規格でございます。 

  ＣＩＳＰＲ委員会では、このようなエミッション規格とイミュニティ規格を基本的に

マスプロダクトの製品について検討しておりまして、下に簡単に組織が書いてございま

す。総会を毎年１回やっておりまして、分科会がございます。小委員会。Ａ小委員会は

測定法。これは皆さん方が例えば無線局の電波をはかったり、いろんなときにアンテナ

をお使いになられると思いますけど、その測定用のアンテナの規格をつくるとか、ある

いは一般に使われているスペクトラムアナライザー、あるいは電界強度測定器の特性と

か、そういうものを規定しております。通常、無線局の検査などに使われている測定器

はほとんどこの Sub-committee-Ａ、Ａ小委員会で決めております。 

  それから次の５ページ目にございますけど、Ｂ小委員会は我が国の電波法のジャンル

でいきますと、高周波利用設備。特に通信設備以外の高周波利用設備を扱っております。

ここの絵でいうと電子レンジとか電磁調理器。こういうものから出てくる電磁妨害波の

許容値を決め、あるいは測定法を決めています。また同様に右側に書いてございます自

動車とかモーターボート、それから左下に書いてございます家庭用電気機器。ありとあ

らゆる家庭用電気機器の妨害波規格と、それが誤動作しないようにするためのイミュニ

ティ規格をつくっております。また最近ではマルチメディア機器とか、いわゆるパソコ

ンとかテレビとか、あるいはそういう複合機器。それから、プリンター。そのようない

ろんなデジタル機器のエミッション規格とイミュニティ規格も扱っております。 
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  それで、６ページ目。我が国の体制も国際組織と合わせて、このようにやっておりま

して、非常に多数のメーカーの方あるいは大学の方、工業界の方、いろいろな方々にお

集まりいただいて、主にテクニカルなディスカッションをやっております。 

  次に、ＣＩＳＰＲ委員会の我が国の活動としては７ページ目にございまして、国際委

員会の Secretary、幹事国を務めてございます。端的に申しますと、先ほどの高周波利

用設備の国際委員会、Ｂ小委員会の幹事国、いわゆる事務局を務めております。それか

ら同様にマルチメディア機器です。これは非常にジャンルの多い機器ですけど、それの

事務局も我が国が務めております。そのほか、７ページ目の下に Expert、各技術専門委

員が登録されておりまして、鋭意、審議に努力しております。 

  ９ページ目には、具体的なテーマとしてプロジェクト・リーダを務めている人が書か

れております。国際的にも日本の活動は非常に顕著でして、ＩＥＣ１９０６賞。ＩＥＣ

が設立されたのが１９０６年です。それで、その１００周年を記念しまして２００６年

から、顕著な活動をした人に賞を与えようということでございまして、これまで３人の

方が受賞されております。同様にＩＥＣ活動推進会議、これは日本規格協会が維持して

いる組織でございますけど、そこからも賞をいただいております。 

  １０ページ目にはこれまでの参加者。我が国は戦前から出ておりますが、積極的に出

始めたのが１９７５年からでございます。３０年前ぐらいです。ここに書いてございま

すように、最近はほぼ３０名近くの人が参加しております。全員、エンジニアの方がお

集まりになっております。 

  その次、１１ページ目に各小委員会の最近の主な話題がございますけど、詳細は省き

ます。それで１２ページ目にＢ小委員会、２.３に、今回、我が国から提案するプロジェ

クトがございます。Ｂ小委員会で認められるかどうかわかりませんけど、基本的に我が

国からこれを提案しようと考えております。１つは、太陽光発電及び燃料電池発電の系

統連系インバータの妨害波測定法と許容値でございます。ご承知のように、最近、太陽

電池が非常に普及しております。これは発電するエネルギーがＤＣ、直流成分のエネル

ギーでございますので、それを通常の６０Ｈｚあるいは５０Ｈｚに変換するためにＤＣ

からＡＣ変換のインバータが必要になります。さらに通常の配電線に乗っけるというこ

とになりますと、いろいろな制限がございます。それに伴うインバータは５０ｋＨｚと

か６０ｋＨｚのスイッチングを行っております。直流を４０キロとか５０キロとか６０

キロにスイッチングして、それで５０ヘルツ、６０ヘルツをつくっています。したがい
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まして、そのスイッチング動作に伴う高調波がいっぱい出てきます。これの制限をきち

っとしようということをこれから提案しようと考えております。 

  それから２番目に、電子レンジの妨害波。電子レンジの妨害波というのは電磁妨害波

ですけど、極めて不安定でございます。通常の測定器ではなかなか難しいということが

ありまして、我々は電磁妨害波の振幅に関する確率分布をはかろうということを提案し

て、これでもって電子レンジの不要な電磁波を制限しようということをこれから検討し

ようじゃないかという提案をする予定でございます。 

  最後になりますが、１６ページ目。今回のＣＩＳＰＲ大阪会議への対処方針です。ご

審議いただく内容について、ご説明申し上げます。中段に書いてございますように、平

成２０年のＣＩＳＰＲ会議は１０月２０日から２９日まで大阪において開催されます。

総会、運営委員会、各小委員会が行われます。これに当たっては電波部、特に電波環境

課の絶大なご支援を賜りまして、順調に準備を行っております。現在のところ、外国か

らは１６０名の技術者が集まります。日本に近いところからいうと韓国、中国、それか

らドイツ、イギリス、アメリカ。これらの国からはほぼ２０名の参加者が集まります。

そのほか多数の国から参加者が集まります。我が国からは、日ごろから産業界にバック

アップしていただいているので、７０名ぐらいが参加します。トータルで２４０名ぐら

いの会議になります。 

  基本方針１番としまして、「本会議の審議に際しては、無線通信に対する各製品の妨害

波の影響を総合的に勘案し、また我が国の利益と国際協調を考慮して、大局的に対処す

ることとする」という大上段に振り構えた対処方針でございます。 

  あと最後でございますけど、「予測しない重要な問題が提起された場合には、各国の動

向等関連情報とともに意見を付して請訓することとする」と。総務省のご意見を賜ると

いうことになります。 

  ２番目、総会への対処方針でございます。毎年開いているものですから、いろいろな

細かい話がございますけど、大きな話が１つございまして、同一周波数について複数の

許容値及び試験法が今現在規定されています。簡単に申し上げますと、例えば無線局の

場合、無線局から出てくる電波の電磁界強度で制限するのか、あるいはアンテナ端子に

加わる電力で制限するか。この２つの方法があります。実際に無線機の場合は単純な放

射の場合が多いから楽なんですけど、コンピューターからの雑音とか、いろんなものを

制限する場合にいろんな測定法がございます。それが今のところ、規格では併記されて
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おりまして、どれを使っていいかわからない。あるいは、メーカーさんからいうと、許

容値を満たすものを使うということをやられています。それに関しまして疑問が提示さ

れておりまして、どうするかということが大きな話題になります。中段に書いてござい

ます、複数の許容値および試験法が規定された場合、我が国の立場としては、それらの

間の同等性が不明確であり、同一製品に異なる合否判定が下される。あるいは複数の測

定法がありますと、市場監視が困難になります。そういう意味があって、複数あっても

いいが、ぜひとも基準となる許容値と試験法を明示すべきであるということを主張しよ

うと考えてございます。 

  あと、小委員会への対処方針は基本方針どおりに従って行うということでございます。 

  よろしくお願いします。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

  ただいまのご説明につきまして、ご意見あるいはご質問等ございましたら、いただけ

ればと思いますが、いかがでしょうか。 

  はい、どうぞ。 

○荒川委員  質問ですけれども、日本提案の新規プロジェクトで電子レンジの妨害波と

いうことですが、電子レンジはもう随分前から使われていますが、最近になって、どう

してこれが問題なのでしょうか。 

○杉浦専門委員  電子レンジはご承知のようにピークレベルではかっております。とこ

ろが、ピークレベルというのは瞬間的に出ただけでもうピークになります。受信障害と

いうと、ある程度の時間、継続して出なければいけないとか、そういう話がありまして、

１つのパラメーターではなくて確率分布で、あるレベルがどれぐらい時間率を超えたら

だめにするかとか、そういうような、また新しい概念の許容値をこれから提案しようと

いう……。 

○荒川委員  今まではそういう考え方がなかった……。 

○杉浦専門委員  ピークだけです。だから、例えば１０分なら１０分見ていて、最大値

で抑える。瞬間的に１マイクロセックぐらい入っても、それはピークになります。もっ

とレベルが低くても継続的に妨害することが問題になりますから、それを提案しようと

いうことを考えております。ただ、新しい測定器なので、かなり反対が強くて難しいと

思っています。 

○土居分科会長  よろしいでしょうか。 
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○荒川委員  はい。 

○土居分科会長  ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょうか。はい、どうぞ。青木委員。 

○青木委員  ありがとうございます。この日本の提案に対して、どの程度の賛同が得ら

れそうかというところで、反対をする国はどういうふうに出てきそうかというところを

もしご存じでしたら、お願いいたします。 

○杉浦専門委員  系統連系のインバータに関してはこういうところをつくっている韓国、

ドイツ、あるいはアメリカとか、そういう国が賛成です。皆さん方が新しい製品をこれ

から出そう、特に太陽電池とか燃料電池をこれから普及させようとメーカーの意向が非

常に強いですから、これに関しては反対する国はほとんどないです。 

  ＡＰＤ測定装置を入れるほうは新しい測定器になりますので、賛成する国はドイツと

日本と韓国かと思います。それぐらいで、ちょっと今、これから人を集めてディスカッ

ションするということになると思います。 

○土居分科会長  よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

  よろしいでしょうか。それでは、ほかにご質問、ご意見等ございませんようですので、

本件はお手元の資料６１－１－２の答申案のとおり答申いたしたいと思いますが、いか

がでしょうか。よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○土居分科会長  ありがとうございました。それでは、この案のとおり答申することと

させていただきます。 

○杉浦専門委員  ありがとうございます。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

 

  「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「特定ラジオマイクの

高度化に向けた技術的条件」に関する一部答申【平成１４年９月３０日付け 情報通信

技術分科会諮問第２００９号】 

 

○土居分科会長  続きまして、平成１４年９月３０日付情報通信技術分科会諮問第２０

０９号、「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち、「特定ラジオマ



－7－  

イクの高度化に向けた技術的条件」に関する一部答申について、小電力無線システム委

員会の主査でいらっしゃいます専門委員の森川先生からご説明をお願いいたします。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

○森川専門委員  それでは、ただいまご紹介いただきました森川でございます。 

  今回は特定ラジオマイクの高度化に向けた技術的条件について委員会のほうで検討さ

せていただきましたので、その検討結果につきまして、ご報告させていただきます。 

  それでは、スライドのほうでご説明をさせていただきます。それ以外に少し厚い本文

がございますけれども、適宜ごらんいただければと思います。 

  それではスライドのほうでございますが、１枚おめくりいただきまして、審議経過及

び今後のスケジュールのスライドをごらんいただければと思います。この件に関しまし

ては、今年の３月２６日に審議開始をご報告させていただきまして、委員会としては４

月から検討開始をいたしました。検討に当たりましては、関連する業界の方、具体的に

は演劇等の団体とか、あるいはメーカー、放送局等の協力を得て作業班を設置いたしま

して検討を行ってまいりました。その結果、７月に委員会報告案を委員会におきまして

審議いただきまして、７月から８月にパブコメを実施して、本日のような形でご報告さ

せていただく。そういう審議経過でございます。 

  それでは、スライドをおめくりいただけますか。３枚目のスライドでございますが、

こちらは今回検討させていただいた特定ラジオマイクの位置づけに関するスライドでご

ざいます。いわゆる一般的なワイヤレスマイクは例えば大学とか学校で使うようなＢ型

あるいはＣ型、Ｄ型、いろいろなものがございますけれども、それと比べまして特定ラ

ジオマイクというのは免許が必要な品質の非常に高いラジオマイクでございます。具体

的に使用周波数帯としては８００ＭＨｚ帯を使用しておりまして、今現在、演劇とか大

きなイベント等で使用されているものでございます。この８００ＭＨｚ帯につきまして

はＦＰＵと呼ばれる放送用の映像中継装置と周波数を共用しておりますので、そのあた

りも踏まえて検討を行ってまいりました。 

  それでは、ページをおめくりいただけますか。今回、委員会で検討させていただきま

した特定ラジオマイクの高度化に向けた技術的条件の検討事項の前提でございます。今

現在はＦＭのアナログ方式の特定ラジオマイクを使っておりますけれども、アナログ方

式は現在、周波数帯域として１８ＭＨｚの割当幅に１４２ｃｈの割当がございますが、

アナログですので相互変調等をしっかり考えると、ある場所におきましては同時にはせ
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いぜい３０本ぐらいしか使うことができないという問題がございました。それとともに、

最近、コンサート等では非常に大きい会場、広い会場で使われることが多くなったとと

もに、オペラあるいはミュージカル等で大規模な演目、あるいは複雑な演出などにおき

ましては一時期に５０本から７０本の運用が必要となってきた。そのような要求にこた

えるためには今のＦＭのアナログ方式では今現在、対応することが難しい。そのような

背景におきまして、今回は新しくデジタル方式の導入について検討をした次第でござい

ます。 

  それでは、５枚目のスライドをごらんいただけますか。こちらは『トゥーランドット』

というイベントにおきまして、いわゆるどのようなタイミングでラジオマイクを使用す

るかといったものを示した香盤表と呼ばれるものでございます。このイベントにおきま

しては５０本程度のマイクが必要であるというにもかかわらず、現在のＦＭアナログだ

とせいぜい３０本程度しか使えない。そのため、イベントをされている方々はラジオマ

イクの割り当てにかなりご苦労されているようでございまして、上演中にマイクのつけ

かえや切りかえ等が必要であると。あるいは主役に複数のラジオマイクを与えることが

できないといった形で、そこに何かしらの不備があった場合には上演中断に至ってしま

う。そういうような問題があるようでございます。このような背景に基づきまして、こ

のような問題が生じないようにデジタル方式の検討をした次第でございます。 

  それでは、１枚おめくりいただきまして、６枚目でございますけれども、具体的に技

術的条件として、どのような事項を検討したのかをまとめたスライドでございます。１

番目といたしましては、デジタル変調方式につきまして検討を行いました。いろいろな

デジタル変調方式の可能性を踏まえつつ、位相変調を標準として占有周波数帯域幅等の

検討を実施いたしました。それとともに、電力並びに周波数配置等の検討も行いました。 

  ３番目でございますけれども、こちらが重要な案件となります。今現在、この周波数

帯はアナログ方式のラジオマイクを使うとともに、ＦＰＵと呼ばれる放送用映像中継装

置もこの周波数帯で一緒に使っておりますので、それらとの共用条件につきましても検

討をした次第でございます。 

  それでは次のスライドから、この１、２、３の案件につきまして、ご報告をさせてい

ただきます。 

  １点目でございますけれども、これからいろいろなデジタル変調方式が出てくると、

そういった中で実現性を踏まえて４相あるいは８相の位相変調を考慮いたしました。シ
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ンボルレートとしては１９６ｋのシンボルレートを想定いたしまして、検討を進めてま

いりました。その結果、最大の占有周波数帯域幅としては２８８ｋを設定いたしまして、

周波数の割り当てといたしましては１８ＭＨｚから３６ＭＨｚに拡大しようというよう

な方針のもとで検討を行ってまいりました。それによりまして、利用可能数は最大で７

２ｃｈに大幅に増えることになるということになります。 

  続きまして、空中線電力でございますけれども、大きなスタジアム等でイベントが開

催されることが多くなったことに伴いまして、空中線電力を今現在の１０ｍＷから５０

ｍＷに拡大しようということでございます。５０ｍＷあれば、大きな野球スタジアム等

でも一番端から端まで届くということのようでございます。 

  それでは１枚おめくりいただきまして９枚目になりますけれども、先ほどもご説明さ

せていただきましたが、この周波数帯は今回新たに検討したデジタル方式以外に従来の

アナログ方式の特定ラジオマイクとともにＦＰＵが存在いたします。そのため、これら

を近い場所で同じ時期に運用する場合にはどのぐらい距離を離せばいいかという点に関

しまして検討を行いました。 

  １枚おめくりいただけますか。お手元の資料の１０枚目になりますけれども、こちら

は共用モデルの検討結果でございます。そこに表がございまして、干渉を与える側、あ

るいは干渉を受ける側、それぞれデジタルマイク、アナログマイク、ＦＰＵがございま

すけれども、例えば１０ｍＷのデジタルラジオマイクを干渉源とした場合はアナログラ

ジオマイクの受信点とは４６０メートル程度離す必要がある。それに対して、今回のデ

ジタルラジオマイクの場合には１００メートルぐらいまで接近させることができるとい

うような検討を行ってまいりました。 

  それで１枚おめくりいただきまして１１枚目になりますけれども、こちらは最終的に

委員会で検討させていただきました技術条件の概要でございます。具体的には変調方式

としては位相変調、周波数変調、直交振幅変調のデジタル方式を想定いたしまして、占

有帯域幅としては最大２８８ｋＨｚ。その際の想定遅延は５ｍ秒以下。空中線電力は従

来の１０ｍＷから最大５０ｍＷまで拡大する。周波数帯は７７０から８０６ＭＨｚ。同

時使用ｃｈ数は最大で７２ｃｈということになってございます。 

  この際、ＦＰＵあるいはアナログのラジオマイクと共用するということでございます

ので、それは今までも関連の方々で団体をつくられて、そこで調整するというような運

用をされてきております。今回、新しくデジタルが導入されたことによっても、デジタ
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ルも含めて、その団体で調整をしていただいて、干渉のないように運用をしていただく。

そういう運用形態を想定しております。 

  １１枚目の一番下にアナログ方式の併存というのが記されておりますけれども、アナ

ログ方式はやっぱり音声の遅延が非常に少ないということで、アナログに対する要求も

これからもあるということもございますので、デジタル方式のみならずアナログ方式に

つきましても継続して使用できることを提言しております。 

  それでは最後のスライドになりますけれども、１２枚目でございます。今までご説明

させていただきました特定ラジオマイクに関する概要でございます。具体的にはデジタ

ル方式を新たに導入したことによりまして、今までのＦＭアナログに比べますと干渉に

強くなりますので、その特性を生かしまして、同時使用数を今までの二、三十本から最

大７０本に利用可能とさせることができます。あとは送信出力を１０ｍＷから５０ｍＷ

に拡大することによりまして、大きなイベント会場等でも使えるようにすることができ

るようになるというものでございまして、このような特定ラジオマイクがいろいろなと

ころで使われることを期待しております。 

  簡単ではございますが、以上でございます。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

  ただいまのご説明につきまして、何かご意見あるいはご質問等ございますか。 

○酒井委員  よろしいでしょうか。 

○土居分科会長  はい、どうぞ。 

○酒井委員  こういったローカルのエリアで使うものというのはあまり標準化とか海外

の方式との関係ということは気にしなくて、それほど問題ないのでしょうか。 

○森川専門委員  一応この新しいデジタル方式につきましては、アメリカでは一部市販

がされているようでございます。今現在、欧州では制度上は認められているようですけ

れども、市販されているものはないと伺っております。 

○土居分科会長  よろしいですか。 

  ほかには。はい。 

○村上委員  伝送遅延の問題について教えていただきたいのですが、東京と九州の間で

起こる遅延がデジタル化してどのような影響が出てくるかというような議論があるのは

承知していますが、こういう非常に狭い地域での伝送についても、このアナログとデジ

タルとの違いは、それがゆえにデジタルの利用を考慮するというほどの問題を持つもの
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なのでしょうか。 

○森川専門委員  あるようでございます。恐らく符号化遅延と、あとケーブルでの遅延

がやはりかなり大きいみたいでございまして、素人といいますか、我々はほとんど気に

しないかもしれませんけど、プロの方にとっては、やっぱりデジタルよりもアナログと

いう要求はかなり強いようでございます。 

○村上委員  要するに、この遅延の問題は幅広く業界の方の知識として共有されている

ことなのですね。 

○森川専門委員  そうみたいでございます。 

○土居分科会長  よろしいですね。はい。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

  よろしいでしょうか。１本３０万以上はするようなマイクのようでございます。 

  ほかにご質問、ご意見等ございませんようでしたら、本件はお手元の資料６１－２－

３のとおりに答申いたしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○土居分科会長  ありがとうございました。それでは、案のとおり答申することといた

します。 

  それでは、ただいまの２件の答申に対しまして、総務省から今後の行政上の措置につ

きましてご説明を伺えるということでございますので、よろしくお願い申し上げます。 

○桜井総合通信基盤局長  総合通信基盤局長の桜井でございます。本日は、「国際無線障

害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「ＣＩＳＰＲ大阪会議 総会対

処方針」に関する一部答申、並びに「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条

件」のうち「特定ラジオマイクの高度化に向けた技術的条件」について一部答申をいた

だいたわけでございます。まことにありがとうございます。 

  ＣＩＳＰＲの大阪会議の総会対処方針につきましては、先ほど杉浦主査のほうからご

説明いただきましたとおり、日本での開催は平成９年に行われました横須賀の会合以来、

およそ１０年ぶりということになっておりまして、１０月２０日から大阪で開催される

ということでございます。本日いただきました答申を踏まえまして、無線障害の防止の

ために適切に対応してまいりたいと思っております。また、今回の会合は日本で開催と

いうことで、ホスト国としての役割というものがあるわけでございまして、これまで杉

浦主査ほか関係の皆様のご協力を得て準備を進めてきているところでございます。総務
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省といたしましても、会合が成功裏に終わるよう進めてまいりたいと思っております。 

  それから、「特定ラジオマイクの高度化に向けた技術的条件」につきましては森川先生

に主査をお願いして、本年４月からご審議をいただいてきたものでございます。電波を

利用する通信システムはいろんな分野で多様な種類のものが利用されているわけでござ

いますけれども、今回ご審議いただきました特定ラジオマイクは先ほど森川先生からご

説明がございましたように、いわゆるプロ用のワイヤレスマイクであって、最近、この

種のコンサート等々の演出はますます大規模化、複雑化してきているようでございます。

そういう中で極めて高い品質を確保して、より多くのマイクの利用を可能とするという

ものでございます。このような利用に適した技術的条件について策定をいただいたとい

うことでございます。総務省といたしましては、本日いただきましたこの答申を受けま

して、当該事項について速やかに電波監理審議会に関係省令案を諮問するなど制度整備

を進めてまいりたいと考えております。 

  最後になりましたけれども、大変精力的にご審議いただき、答申を取りまとめいただ

きました分科会の委員の皆様、あるいはＣＩＳＰＲ委員会の主査の杉浦先生、あるいは

小電力無線システム委員会の主査の森川先生をはじめといたしまして、両委員会の検討

に携わっていただきました方々のご尽力に対しまして厚く御礼申し上げたいと思います。

本日はどうもありがとうございました。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

報告事項 

  「国際電気通信連合電気通信標準化部門の活動への対処について」の一部答申につい

て 

 

○土居分科会長  それでは続きまして、「国際電気通信連合電気通信標準化部門の活動へ

の対処について」の一部答申について、ＩＴＵ－Ｔ部会長の酒井委員よりご説明をお願

いいたします。よろしくどうぞ。 

○酒井委員  酒井でございます。 

  ９月９日に開催されましたＩＴＵ－Ｔ部会でＷＴＳＡ－０８、世界電気通信標準化総

会でございますけれども、この対処につきまして一部答申いたしましたので、ご報告申

し上げます。 
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  資料はお手元にありますように６１－３－１がＩＴＵ－Ｔ部会報告概要になっており

ます。もう一つ、次が一部答申の本体になっております。きょうは時間の関係上、この

概要のほうでご説明したいと思います。 

  表紙をめくっていただきまして１ページ目をごらんください。ここのところに全体を

書いてございますが、ＩＴＵ－ＴはそもそもＩＣＴ分野の国際標準化として技術とか運

用、料金、こういった研究を行っておりまして、情報通信サービス全体の提供を行う上

で非常に大きな影響を持っているという形で考えております。ことしの１０月２１日か

ら１０月３０日までの間ですが、南アフリカのヨハネスブルグでこれの全体の総会、世

界電気通信標準化総会と呼んでおりますが、略してＷＴＳＡ－０８が開催されます。そ

こでは各研究委員会から提出されます、１番目の勧告案等の承認です。続きまして、２

００９年から２０１２年の次期研究会期の研究課題とか、あるいは研究体制につきまし

ての決定がなされるようになっております。ＩＴＵ－Ｔ部会におきましては、そのため

に勧告案等の評価とか研究課題、あるいは研究体制の妥当性について審議を行いまして、

答申をいたしました。 

  ＷＴＳＡ－０８の主な争点は、そこにありますように勧告案等の承認、次研究会期の

体制の検討、これは要するにＳＧの再編でございます。続きまして、３番目にあります

ような次研究会期における研究課題といったところになっております。３ページ目以降

で１点ずつ順番に簡単にご説明いたします。 

  続きまして３ページをあけていただきますと、ＷＴＳＡにおいて審議される勧告及び

決議案はいずれも審議手続等に関するものでございまして、電気通信標準化アドバイザ

リーグループというのがございまして、略称ＴＳＡＧとなっておりますけれども、ＴＳ

ＡＧでの検討結果を受けたものでございます。 

  次に４ページをあけていただきますと、勧告案等の承認ということで一覧が出ており

ます。この勧告案及び決議案でございますけれども、対処方針ですが、基本的にいずれ

の改訂案につきましてもＩＴＵ－Ｔの標準化作業手順の効率化とか、あるいは明確化と

いったものを図る内容であります。我が国としましても、先ほど申し上げましたアドバ

イザリーグループ、ＴＳＡＧでの検討を通じまして、我が国の意見は十分反映されてお

りますので、これらについては支持することが適当であるといった形で考えております。 

  そこの中で１つ※印がついております決議案の２でございますが、これはかなり重要

な研究委員会の体制及び権限に関する決議の決定でございまして、後でご説明いたしま
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す次期研究会期の体制の検討に絡んでいるものでございますから、次の２の項目でまと

めてご説明したいと思います。 

  続きまして、５ページ目の資料をあけていただきたいと思います。５ページ目及び６

ページ目を一遍に見ていただくとちょうどいいと思いますが、まず次期研究会期の研究

体制でございます。現体制が左側になっておりまして、日本提案でございますけど、次

期体制が右側になっております。次期研究会期では、研究体制はネットワークのＩＰ化

等の進展とか固定通信と移動通信の融合、通常ＦＭＣと呼んでおります。それから、途

上国の要望等を勘案しまして、ＳＧ再編案が検討されております。５ページ目のところ

に、左側が現体制で、今後どういうふうな形でＳＧを再編するかということでございま

す。日本の提案としては、５ページ目の右側にありますような形でのＳＧ再編が適当と

いうことで提案してございます。 

  ６ページ目で、ＳＧ再編について我が国の提案でございますけれども、これのポイン

トとか、及び各ＳＧの概要ということで示しております。まずポイントとして１番目は、

１４ＳＧ体制を１１ＳＧ体制に再編するということになっております。我が国としてみ

れば、その中でも特にプロトコルは通信方式全体のかなめであることから、通信プロト

コルを扱うＳＧ、左側の５ページの図ですと現体制でのＳＧ１１でございます。これを

我が国の提案としては、右側にありますようにＳＧのＥ、要するにプロトコルというこ

とで単独ＳＧとして維持したいと考えております。 

  続きまして、ＦＭＣとしてネットワークアーキテクチャは同じであることから、ＮＧ

Ｎアーキテクチャを扱います現体制のＳＧ１３、それから移動通信ネットワークを扱う

ＳＧ１９を統合することを第２番目に考えております。 

  ３番目に、サービスとアプリケーションの研究の切り口が見えるように、既存のＳＧ

９、統合型広帯域と書いてございますが、要するにＣＡＴＶ関連でございます。それか

ら、既存のＳＧ１６。現在、マルチメディア関係を扱っております。これにつきまして

は、ＳＧ９のほうは映像通信アプリケーション。それから、ＳＧ１６のほうはユビキタ

スマルチメディアアプリケーション。その標準化を行うＳＧという形で発展させるのが

いいのではないかという提案を行っております。特にユビキタスマルチメディアアプリ

ケーションを扱うＳＧは新たなサービスのインキュベーターとしての役割を担わせる。

こういったことも含みますＳＧ再編案を提案してございます。ＷＴＳＡにつきましては、

この提案が最大限に反映されるように対処していきたいと考えております。 
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  続きまして、次研究会期の研究課題でございます。これは７ページ目以降に書いてご

ざいます。各ＳＧが検討された結果、新たな研究課題及び継続課題が提案されておりま

す。ずっと書いてございますけれども、次研究会期の各ＳＧでの主な研究課題の代表的

なものが７ページ目以降、残りの資料につきまして記載されております。これも全部ご

説明することは避けたいと思いますが、例えば１５ページ目をあけていただきますと、F

uture network ということでございますが、これはＮＧＮの先の通信網であり、ＩＰ通

信網の課題を抜本的に解決する将来通信網、Future network という形になっております。

こういった研究が非常に重要であるとされております。 

  それから、例えば１８ページ目のところではＩＤ管理アーキテクチャとメカニズムと

いう形になっております。利用者利便の向上のために、利用者があるサービスに一たん

登録したＩＤを他のサービスでも汎用的に利用できるようにしようと。かつ、そのＩＤ

を安全に利用するためにＩＤ管理アーキテクチャとかメカニズムといった研究が重要で

あるという形になっております。各課題、ここではずっとポンチ絵で幾つか並べており

ますけれども、６１－３－２の答申本体にはある程度詳しく、課題が全部記載されてお

りますので、こちらのほうもぜひ参照していただくようお願いいたします。 

  先ほど説明いたしましたように、ＳＧ再編の議論は今後どうなるかということがござ

いますけれども、これにかかわらず、いずれの課題につきましても各ＳＧでの検討を通

じて我が国の意見はおおむね反映されておりますので、これらについては基本的に支持

することが適当と考えております。 

  以上を基本方針といたしまして、あとはあちらのほうで個別の課題に対処していただ

くのが適当と考えております。 

  以上、一部答申のご報告としたいと思います。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

  ご報告ではありますけれども、ただいまのご説明につきまして、ご意見あるいはご質

問、何かございますか。 

  はい、どうぞ。 

○村上委員  ＳＧ１３で、Future networks を議論するということなのですが、これは

これまでももう議論されていたのですか。今度初めて出てきたテーマですね。 

○酒井委員  そうですね。日本では新世代のあれです。ＩＴＵの場というか、ＮＧＮが

今まで中心的な議論でしたので、新世代について、これから議論するということでよろ
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しいですね。具体的にどうという話にはまだなっていないと思います。 

○村上委員  そういうことですね。 

○酒井委員  はい。 

○土居分科会長  ほかにはいかがでしょう。 

○清水委員  ちょっとよろしいですか。 

○土居分科会長  はい、どうぞ。 

○清水委員  さっき、酒井先生がおっしゃっていました日本提案の、２１日から始まる

わけですけれども、目算としては、いかがなものですか。 

○酒井委員  目算については総務省からお願いします。 

○土居分科会長  では、お願いできますか。 

○杉野通信規格課企画官  通信規格課の企画官をしております杉野でございます。 

  日本提案につきましては、現在のところ、アジア諸国と共同提案という形でＳＧの再

編を中心に支持を取りつけるべく努力を進めているところでございます。正直申し上げ

まして、まだなかなか予断を許さないところがあるかと思います。ただ、全体として、

やはりＩＴＵ自身が必要な標準化についての議論をする場として機能していく。特に昨

今では標準化の格差の是正と申しまして、途上国に対しても標準化の議論に入ってもら

うべきだ。あるいは、今までは電気通信事業者あるいはメーカー等の企業を中心に議論

していたんですが、これからはもっと議論に参加してくださる方を広げようと。例えば、

大学で研究をされている方々にも入っていただけるようにしなければいけない。あるい

は、ほかの分野の専門家の方にも入っていただこう。そういうような話にもなっており

ますので、単に組織が小さくならないように、いろんなことができるように前向きな組

織になっていくようにということの議論はされていると思います。その観点からいいま

すと、日本の提案はかなり高所からＩＴＵを発展させるべきという立場でＳＧの再編は

できる範囲のことからやっていくというアプローチをとっていると思いますし、そうい

う説明に対しては徐々に理解は広がってきているかと思います。ただ、なかなかほかの

問題、例えば各国の思惑等もございますので、現場の会合でどういう議論になるかとい

うのはこれから現場で頑張るということかと思います。 

○土居分科会長  よろしいでしょうか。 

○清水委員  裏の舞台もいろいろ大変だと思いますので、ひとつご健闘を。 

○土居分科会長  なかなか難しいことがあるんだろうと思います。 
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  ありがとうございました。あとはいかがでしょうか。 

  よろしいでしょうか。 

 

  「３.９世代移動通信システム及び２ＧＨｚ帯ＴＤＤ移動通信システムの導入に係る公

開ヒアリングの開催」について 

 

○土居分科会長  それでは、続きまして「３.９世代移動通信システム及び２ＧＨｚ帯Ｔ

ＤＤ移動通信システムの導入に係る公開ヒアリングの開催」について、総務省からご説

明をお願いいたします。 

○竹内移動通信課長  移動通信課長の竹内でございます。よろしくお願いいたします。 

  お手元の資料６１－４をご覧いただきたいと思います。また、お手元のディスプレー

でも表示いたしておりますので、どちらかをご覧いただければと思います。新しい移動

通信システムの導入に向けた取り組みの一環といたしまして、公開ヒアリングを開催す

るものでございます。 

  このヒアリングの位置づけでございますけれども、資料の下のところにございますス

ケジュールをご覧いただきたいと思います。２ＧＨｚ帯ＴＤＤシステムにつきましては、

本年７月に当技術分科会におきまして技術的条件の答申をいただきました。既に答申を

いただいている２方式に加えまして、新たに５方式を追加するということでございまし

た。また、３.９世代の移動通信システムにつきましては、同じく７月の当分科会におき

まして中間報告がございました。その中で、例えば、端末から基地局向けの上り方向に

ついては５０メガビット以上のスピード、そして下り方向については１００メガビット

以上のスピードを実現するといった３.９世代の基本コンセプトについてご報告があり、

基本的な方向について了承されたところでございます。 

  現在、携帯電話等周波数有効利用方策委員会におきまして、他システムとの共有条件

等について引き続き検討がなされておりますが、今月下旬を目途に報告案について意見

募集を委員会から実施をした上で、１２月を目途に技術的条件の答申をいただけるよう

作業が進められているところでございます。私どもといたしましては、この答申を受け

まして、２０１０年に具体的なシステムの運用を開始できるように年明けから免許方針

の案の意見募集や、こういったプロセスを通じた事業者の決定に向けて取り組んでまい

りたいと考えております。 
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  こういったプロセスを進めていく上で、免許方針を策定する前に、あらかじめ計画を

有する事業者等の関係者から具体的に意見を聴取したいということでヒアリングを１１

月に開催するものでございます。具体的には、１１月７日の午後に総務省の地下の講堂

で開催する予定でございます。具体的な内容といたしましては２つのシステム、３.９世

代の移動通信システムと２ＧＨｚ帯ＴＤＤシステム、それぞれについて導入計画を有す

る者から具体的な計画でございますとか、必要な周波数帯域はどの程度必要なのかとか、

あるいはサービス展開計画はどうなのかといったことについて具体的な意見陳述をして

いただくことを考えております。こういった提案や意見を踏まえまして、私どもとして

は年内に方針案を検討いたしまして、来年に入りましたら、この方針案の意見募集につ

なげていきたいと考えているわけでございます。なお、このヒアリングにつきましては

導入の計画を有する者に加えまして、有識者を交えて実施したいと考えておりまして、

周波数有効利用方策委員会の服部主査でございますとか、この分科会の委員の方にもご

参加をいただいて、広く公開で実施をしたいということでございます。 

  以上、報告でございます。 

○土居分科会長  どうもありがとうございました。 

  ただいまのご説明につきまして、ご意見あるいはご質問等ございますか。 

  一たん割り振って戻ってきたところがあったり、また新たに広がるところがあったり

するわけですが、それに対する質疑応答をなさるということです。よろしいでしょうか。 

  それでは、どうもありがとうございました。 

 

閉  会 

 

○土居分科会長  以上で本日の議題は終了いたしましたけれども、皆様方から何かござ

いますか。よろしいでしょうか。 

  事務局から何かございますか。 

○副島管理室長  特にございません。 

○土居分科会長  それでは、本日の会議はこれをもちまして終了させていただきたいと

思います。次回の日程につきましては、別途確定になり次第、事務局からご連絡を差し

上げますので、皆様方どうぞよろしくお願い申し上げます。 

  以上で閉会とさせていただきます。どうもありがとうございました。 


